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論  文  内  容  の  要  旨  

本論文は，韓国の生活廃棄物の処理・処分プロセスに関わる環境負荷量，エネルギー消費量をライフサイクルアセスメン  

ト（Life Cycle Assessment，LCA）手法を適用し評価したものである。すなわち，生活廃棄物に対するLCA評価のための  

エネルギー消費量，大気汚染物質排出原単位を算定し，それらを用いて韓国における生活廃棄物管理計画導入前後における  

エネルギー消費量，環境負荷量を処理・処分プロセスごとに算定し，その推移や地域特性及び廃棄物管理計画導入の効果な  

どを調べ，さらに，ごみの有料化を実施していない京都市とごみ有料化（重量制）を実施している韓国ソウル市を各モデル  

ケースとして取り上げ，両都市の環境負荷量を比較検討することにより，生活廃棄物の処理・処分のあり方を環境・エネル  

ギー面より評価した研究成果をまとめたものであり，7章よりなっている。   

第1章「序論」では，LCAに関する歴史的経緯と研究現況についてレビューし，廃棄物関連のLCAの研究動向について  

論じるとともに，本研究の概要ならびに各章における主要な内容について述べている。   

第2章「日本と韓国における廃棄物管理システムの比較・分析」では，廃棄物処理・処分システムの異なる日本と韓国の  

廃棄物管理システムの比較・検討を行っている。まず，日本の廃棄物管理に係わる法整備の推移と廃棄物システムの特徴に  

ついて述べ，さらに現在日本が推進している循環型社会構築のための政策を論じている。次に，韓国における廃棄物管理シ  

ステムに閲し，1996年から実施した韓国国家廃棄物管理計画を中心に，廃棄物処理に関わる各種法令の制定の推移，廃棄物  

処理・処分の現状などについて述べ，日・韓両国における廃棄物管理システムの変遷やその特徴，相違などについて比較，  

分析した結果について述べている。   

第3章「韓国におけるごみ従量制の分析」では，1995年から韓国政府が導入したごみの有料化の一つである「ごみ従量制」  

の概要や成果，問題点について分析を行っている。ごみ従量制の実施に伴う廃棄物量の減少や再活用の促進など，重量制導  

入のプラス面とともに，不法投棄や焼却及び不法埋立などのマイナス面を明確にするとともに，廃棄物処理・処分に関わる  

国民への経済的負担などを分析し，今後の重量制のあり方について考察している。   

第4章「韓国における生活廃棄物に関わるライフサイクル環境負荷量の分析」では，韓国ソウル市内の二地区を対象とし  

て生活廃棄物の家庭からの収集，中間処理，最終処分に至る各段階別の年間エネルギー消費量，環境負荷量を推算し，これ  

をもとに各処理段階での処理量1トン当たりの原単位を算定した。なお，ここで環境負荷物質としては，大気汚染物質とし  

ての二酸化炭素（CO2），窒素酸化物（NOx），硫黄酸化物（SOx）を取り上げた。次に，これらの算定結果を用いて，韓国  

で採択されたごみ従量制導入前後における韓国全土及び韓国主要6大都市での生活廃棄物の処理・処分プロセスで必要とさ  

れるエネルギー量，及び処理・処分過程から排出される環境負荷量を求め，その経年的変化，地域的特性やごみ従量制導入  

の効果などについて分析している。   

第5章「韓国の生活廃棄物に関わる中長期的ライフサイクル環境負荷量の予測」では，韓国における中長期的な生活廃棄  

物量を，経済・人口推移などより推測し，第4葺から算出した原単位を用いて国家廃棄物管理計画に従って処理・処分され  
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た場合の環境負荷量，また国全体の環境負荷量に占める生活廃棄物の割合などを算定し分析を行っている。   

第6章「日韓の生活廃棄物に関わるライフサイクル環境負荷量の比較・分析」では，ごみの有料化を実施していない日本  

の一都市と，ごみ従量制を実施している韓国の一都市をモデル都市として選定し，両者の生活廃棄物に関わる環境負荷につ  

いて比較を行っている。特に，選定にあたっては都市規模と生活廃棄物排出量が似ている地域を選び，大気環境負荷量とエ  

ネルギー消費量の観点から，両国の廃棄物処理・処分システムの比較・分析を行っている。   

第7章「結論」では，本研究で得られた結果ならびに成果をまとめ，研究成果の活用方法や今後の課題について述べてい  

る。  

論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨  

本論文は，韓国の生活廃棄物の処理に伴い排出される環境負荷物質（CO2，NOx，SOx）の排出原単位を算定し，それを  

利用して韓国における生活廃棄物の各処理段階から排出される環境負荷量やエネルギー消費量を求め，その推移や地域的特  

性，またごみ従量制の導入効果等を分析・評価したもので，得られた主な結果は以下の通りである。  

1）韓国で1995年から実施している「ごみ従量制」は，生活廃棄物発生量を抑制し，リサイクル率の増加や廃棄物性状の変  

化をもたらした。  

2）韓国の生活廃棄物に関わる環境負荷原単位を処理段階別に算出し，生活廃棄物処理量1t当たりの環境負荷原単位は，  

環境負荷の最も大きい中間処理段階では，CO20．28t－C，NOx O．18kg，SOx O．21kg，またエネルギー消費量は，  

0．10Gcalとなった。  

3）ごみの従量制を導入した場合，ごみ処理から排出される韓国全体でのCO2量は51％増加したが，NOxは24％，SOxは   

13％，エネルギー消費量は41％減少した。また，韓国主要6大都市が国全体の負荷量に占める割合は，CO241％，  

NOx47％，SOxll％，エネルギー消費量は49％で，特にソウル，釜山で大きな比率を占めた。  

4）韓国の第1，2次国家廃棄物管理総合計画に基づく，生活廃棄物に係る中長期的（1995年～2011年）な環境負荷量は，  

CO2，NOx，SOxで平均1．2Mt－C／y，1．2kt／y，1．2kt／yで，評価対象期間における年間増加率は各49％，20％，25％と  

なり，またエネルギー消費量は1．8Pcal／y，年間増加率は4％であった。このような急速な増加は，焼却処理の割合が  

急激に増加することに起因している。  

5）韓国におけるごみ従量制の導入は，生活廃棄物発生の抑制とリサイクル率の向上に寄与するが，電力回収を行わない場  

合には，環境負荷量は大幅に増加するため，国家廃棄物管理総合計画における政策の見直しが必要である。  

6）韓国のモデル都市では，環境負荷量，エネルギー消費量は対象期間について20～30％減少したが，日本のモデル都市で  

は数％増大した。絶対量としては，韓国は日本より約2桁小さいが，これはごみの従量制の導入やごみ処理法として埋  

め立てが中心であることによる。韓国では今後焼却処理が増え，環境負荷量が増大するものと予想され，早急に対応策  

を考える必要がある。   

以上のように，本論文では，LCA手法を用いて，生活廃棄物の処理・処分に伴う環境負荷量やエネルギー消費章の推移，  

地域特性，またごみ従量制の導入の効果などを調べたもので，得られた成果は学術上，実際上寄与するところが少なくない。   

よって，本論文は博士（エネルギー科学）の学位論文として価値あるものと認める。また，平成15年7月8日実施した論  

文内容とそれに関連した試問の結果合格と認めた。  
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